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冬
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】

第
だい

６部
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　和
わ ぶ ん

文Ｂ

独
どっきょこうれいしゃ

居高齢者の住
じゅうたくかくほ

宅確保　安
あんしん

心できる仕
し く

組みが必
ひつよう

要

制
せ い げ ん じ か ん

限時間５分
ふん

第
だい

６部
ぶ

 課
か だ い

題

主
しゅさい

催  毎
まいにちしんぶんしゃ

日新聞社

  一
いっぱんしゃだんほうじん

般社団法人　日
に ほ ん

本パソコン能
のうりょくけんていいいんかい

力検定委員会

後
こうえん

援  総
そ う む し ょ う

務 省

  文
も ん ぶ か が く し ょ う

部 科 学 省

  厚
こ う せ い ろ う ど う し ょ う

生 労 働 省 ほか

【注
ちゅういじこう

意事項】

１．課
か だ い

題の入
にゅうりょく

力はすべて全
ぜんかく

角文
も じ

字でおこなってください。スペースと改
かいぎょう

行も字
じ す う

数に数
かぞ

え

ます。ただし最
さいしゅうぎょう

終行はのぞきます。

２．改
かいぎょう

行（Enter）は、　　の箇
か し ょ

所で入
にゅうりょく

力してください。それ以
い が い

外の箇
か し ょ

所で改
かいぎょう

行されてい

る場
ば あ い

合、不
ふせいかい

正解となります。

※この課
か だ い

題は、２０２４年
ねん

７月
がつ

２２日
にちづけ

付、８月
がつ

２日
にちづけ

付、８月
がつ

１７日
にちづけ

付　毎
まいにちしんぶんしゃせつ

日新聞社説よ

り引
いんよう

用しました。（文
も じ

字数
すう

２, ６００字
じ

程
てい

度
ど

）



　※　　の箇
か し ょ

所で改
かいぎょう

行（Enter） してください。

（級
きゅうひょうじ

表示は、 ミスカウント０の場
ば あ い

合の入
にゅうりょく

力めやすです）

社
しゃせつ

説：独
どっきょ

居高
こうれいしゃ

齢者の住
じゅうたく

宅確
かく

保
ほ

　安
あんしん

心できる仕
し く

組みが必
ひつよう

要

　高
こうれいしゃ

齢者が一
ひ と り

人でも安
あんしん

心して暮
く

らせる住
す

まいの確
かく

保
ほ

が急
きゅう

務
む

である。

　２０５０年
ねん

には独
どっきょ

居高
こうれいしゃ

齢者が全
ぜん

世
せ

帯
たい

の約
やく

２割
わり

を占
し

めるようになると予
よ

測
そく

され

ている。少
しょう

子
し

高
こうれい

齢化
か

に加
くわ

え、これから高
こうれい

齢期
き

を迎
むか

える就
しゅう

職
しょく

氷
ひょう

河
が き

期世
せ

代
だい

の未
み

婚
こんりつ

率

が高
たか

いことが要
よういん

因だ。

　公
こうてき

的年
ねんきん

金の水
すい

準
じゅん

低
てい

下
か

が見
み こ

込まれる一
いっぽう

方、５０歳
さい

代
だい

以
い か

下の世
せ

代
だい

の持
も

ち家
いえりつ

率は低
てい

下
か

している。今
　こん

後
ご

、賃
ちんたい

貸住
じゅうたく

宅を必
ひつよう

要とする高
こうれいしゃ

齢者の増
ぞう

加
か

が予
よ

想
そう

される。

　問
もんだい

題なのは、一
ひ と り

人暮
ぐ

らしの高
こうれいしゃ

齢者は入
にゅうきょ

居を断
ことわ

られるケースが多
おお

いことだ。孤
こ

独
どく

死
し

や家
や

賃
ちん

滞
たいのう

納などを心
しんぱい

配する家
や

主
ぬし

は少
すく

なくない。

　このため、政
せい

府
ふ

は、部
へ や

屋を借
か

りにくい「住
じゅうたく

宅弱
じゃく

者
しゃ

」を支
ささ

える「住
じゅうたく

宅セーフテ

ィーネット制
せい

度
ど

」を拡
かくじゅう

充する法
ほうかいせい

改正を行
おこな

った。

　家
や

主
ぬし

に空
あ

き家
や

の改
かい

修
しゅう

費
ひ

などを補
ほ

助
じょ

することで、入
にゅうきょ

居を拒
きょ

否
ひ

せず、貸
か

し出
だ

して

もらう制
せい

度
ど

だ。

　だが、入
にゅうきょ

居者
しゃ

の希
き

望
ぼう

に合
あ

う間
ま ど

取りや家
や

賃
ちん

の物
ぶっけん

件が少
すく

なく、十
じゅうぶん

分に活
かつよう

用されて

いるとはいえない。

　法
ほうかいせい

改正によって、新
あら

たに「居
きょじゅう

住サポート住
じゅうたく

宅」の仕
し く

組みが設
もう

けられた。安
あん

否
ぴ

確
かくにん

認など生
せいかつ

活支
し

援
えん

サービスを一
いったい

体で提
ていきょう

供する物
ぶっけん

件をあらかじめ認
にんてい

定する。来
らいねん

年

秋
あき

にもスタートすることが想
そうてい

定されている。

　入
にゅうきょ

居後
ご

の生
せいかつ

活支
し

援
えん

にはＮＰＯなどが当
あ

たる。都
と

道
どう

府
ふ

県
けん

から「居
きょじゅう

住支
し

援
えん

法
ほうじん

人」

の指
し

定
てい

を受
う

け、国
くに

の補
ほ

助
じょ

金
きん

を元
もと

に入
にゅうきょ

居者
しゃ

をサポートする。認
にん

知
ち

症
しょう

で財
ざいさん

産管
かん

理
り

が

難
むずか

しい場
ば

合
あい

、行
ぎょうせい

政などに橋
はしわた

渡しすることも期
き

待
たい

されている。

　課
か

題
だい

は、高
こうれいしゃ

齢者の幅
はばひろ

広いニーズに対
たいおう

応できる支
し

援
えん

法
ほうじん

人を、いかに確
かく

保
ほ

するか

だ。地
ち

域
いき

からは担
にな

い手
て ぶ

不足
そく

を懸
け

念
ねん

する声
こえ

が上
あ

がっている。

　人
じんざい

材や組
そ

織
しき

の掘
ほ

り起
お

こしで自
じ ち

治体
たい

の果
は

たすべき役
やくわり

割は大
おお

きい。

　制
せい

度
ど

の円
えんかつ

滑な運
うんえい

営には、住
じゅうたく

宅と福
ふく

祉
し

を担
たんとう

当する部
ぶ

局
きょく

が意
い し

思疎
そ

通
つう

を密
みつ

にして、

入
にゅうきょ

居希
き

望
ぼう

者
しゃ

と支
し

援
えん

法
ほうじん

人をつなぐ取
と

り組
く

みが欠
か

かせない。

　今
こんかい

回の法
ほうかいせい

改正で、国
こく

土
ど

交
こうつうしょう

通省だけでなく厚
こうせい

生労
ろうどうしょう

働省も所
しょかん

管に加
くわ

わった。自
じ ち

治

体
たい

レベルでも縦
たて

割
わ

りを排
はい

し、施
し

策
さく

の実
じっこうせい

効性を高
たか

める努
ど

力
りょく

が求
もと

められる。

　近
きんねん

年、社
しゃかい

会保
ほ

障
しょう

の柱
はしら

の一
ひと

つとして住
じゅうたく

宅を位
い ち

置づける考
かんが

え方
かた

が広
ひろ

がってきてい

る。政
せい

府
ふ

と自
じ ち

治体
たい

が連
れんけい

携して住
す

まいのセーフティーネットを強
きょう

化
か

しなければな

らない。

社
しゃせつ

説：最
さいてい

低賃
ちんぎん

金の上
あ

げ幅
はば

最
さいだい

大　継
けいぞく

続可
か

能
のう

な環
かんきょう

境の整
せい

備
び

を

↓10 級

↑8 級

5 級↑

↓3 級

↓2 級

↓準 2級

↑準 1級

↑1 級



　今
こんねん

年度
ど

の最
さいてい

低賃
ちんぎん

金が大
おおはば

幅に引
ひ

き上
あ

げられることになった。働
はたら

く人
ひと

が安
あんしん

心して

暮
く

らせるように、この流
なが

れを来
らいねん

年度
ど

以
い

降
こう

も継
けいぞく

続しなければならない。

　国
くに

の審
しん

議
ぎ

会
かい

が、全
ぜんこく

国加
か

重
じゅう

平
へいきん

均で現
げんこう

行の時
じ

給
きゅう

１００４円
えん

から過
か こ

去最
さいこう

高となる１

０５４円
えん

に引
ひ

き上
あ

げるとの目
め

安
やす

をまとめた。５０円
えん

の増
ぞうがく

額は最
さいだい

大だ。

　雇
こ

用
よう

形
けいたい

態を問
と

わず、すべての労
ろうどうしゃ

働者に適
てきよう

用される、賃
ちんぎん

金の最
さいてい

低額
がく

である。非
ひ

正
せい

規
き

の人
ひと

や、中
ちゅうしょう

小企
き

業
ぎょう

で働
はたら

く人
ひと

の中
なか

には、最
さいてい

低賃
ちんぎん

金の水
すい

準
じゅん

で働
はたら

く人
ひと

も少
すく

なくな

い。働
はたら

く人
ひと

にとってセーフティーネットの役
やくわり

割を果
は

たしている。

　審
しん

議
ぎ

では物
ぶっ

価
か

高
だか

、とりわけ生
せいかつひつじゅひん

活必需品の高
こうとう

騰への対
たいおう

応が焦
しょうてん

点だった。大
おおはば

幅引
ひ

き上
あ

げとなったことは評
ひょう

価
か

できる。

　ただ、フルタイム換
かんさん

算で年
ねんしゅう

収２００万
まんえんてい

円程度
ど

と生
せいかつ

活の安
あんてい

定には不
ふ

十
じゅう

分
ぶん

だ。今
こん

後
ご

も着
ちゃくじつ

実に積
つ

み上
あ

げていくことが求
もと

められる。

　しかし、課
か

題
だい

も多
おお

い。

　今
こん

春
しゅん

闘
とう

で満
まんがくかいとう

額回答が相
あい

次
つ

いだ大
だい

企
き

業
ぎょう

だけでなく、経
けいえい

営基
き

盤
ばん

の弱
よわ

い中
ちゅうしょう

小企
き

業
ぎょう

も

賃
ちん

上
あ

げできる環
かんきょう

境を整
ととの

えることが欠
か

かせない。

　取
とりひきさき

引先の大
だい

企
き

業
ぎょう

に対
たい

して、人
じんけん

件費
ひ

の増
ぞう

加
か

分
ぶん

を価
か

格
かく

に転
てん

嫁
か

できる仕
し く

組みを徹
てってい

底

し、国
くに

の監
かん

視
し

を強
きょう

化
か

すべきである。

　生
せいさんせい

産性を向
こうじょう

上させるため、設
せつ

備
び

投
とう

資
し

やデジタル化
か

への支
し

援
えん

を続
つづ

けることが重
じゅう

要
よう

になる。

　地
ち

域
いき

格
かく

差
さ

の是
ぜ

正
せい

も急
きゅう

務
む

である。今
いま

は、最
さいこう

高の東
とう

京
きょう

都
と

と最
さいてい

低の岩
いわ

手
て

県
けん

の間
あいだ

で２

２０円
えん

の差
さ

がある。地
ち

方
ほう

からの人
じんざい

材流
りゅう

出
しゅつ

の原
げんいん

因にもなっている。

　今
こんかい

回は、全
ぜんこく

国すべての地
ち

域
いき

で５０円
えん

の引
ひ

き上
あ

げが示
しめ

された。だが、目
め

安
やす

通
どお

り

では格
かく

差
さ

は縮
ちぢ

まらない。

　今
こん

後
ご

、各
かく

都
と

道
どう

府
ふ

県
けん

の審
しん

議
ぎ

会
かい

が目
め

安
やす

を参
さんこう

考に実
じっさい

際の金
きんがく

額を決
けってい

定する。地
ち

域
いき

活
かっせい

性

化
か

の観
かんてん

点から、実
じつじょう

情に応
おう

じて可
か

能
のう

な限
かぎ

りの増
ぞうがく

額を模
も

索
さく

してほしい。

　少
しょう

子
し

高
こうれい

齢化
か

によって人
ひと

手
で ぶ

不足
そく

は今
こん

後
ご

、深
しんこく

刻さを増
ま

す見
み

通
とお

しだ。人
じんけん

件費
ひ

の抑
よくせい

制

に寄
よ

りかかる経
けいえい

営を続
つづ

けていては、人
じんざい

材の確
かく

保
ほ

はままならない。

　政
せい

府
ふ

は、２０３０年
ねんだいなか

代半ばまでに最
さいてい

低賃
ちんぎん

金を１５００円
えん

にするとの目
もくひょう

標を掲
かか

げる。持
じ

続
ぞくてきちん

的賃上
あ

げが可
か

能
のう

となるよう、企
き

業
ぎょう

は経
けいえいかいかく

営改革に全
ぜんりょく

力を傾
かたむ

けることが

必
ひつよう

要だ。

社
しゃせつ

説：海
うみ

の異
い

変
へん

と日
に

本
ほん

漁
ぎょぎょう

業　資
し

源
げん

守
まも

り持
じ

続
ぞく

可
か

能
のう

な姿
すがた

に

　おなじみの魚
さかな

が食
しょくたく

卓から姿
すがた

を消
け

しかねない。漁
ぎょぎょう

業の持
じ

続
ぞく

可
か

能
のう

性
せい

を高
たか

める取
と

り

組
く

みを確
かくじつ

実に進
すす

めなければならない。



　国
こくない

内の漁
ぎょ

業
ぎょう

生
せいさん

産量
りょう

のピークは１９８４年
ねん

の１２８２万
まん

トンで、２０２３年
ねん

に

は、３７２万
まん

トンまで減
へ

った。近
きんかい

海の主
しゅようぎょしゅ

要魚種であるサンマ、サケ、イカ、サ

バ、カツオなどの落
お

ち込
こ

みが大
おお

きい。

　海
うみ

の異
い

変
へん

の一
いちいん

因とされるのが、地
ち

球
きゅう

温
おんだん

暖化
か

だ。気
き

象
しょう

庁
ちょう

によると、日
に

本
ほん

近
きんかい

海の

海
かいめんすいおん

面水温はこの１００年
ねん

で１．２８度
ど

高
たか

くなった。

　低
ていすいおん

水温を好
この

むサンマの生
せいそくいき

息域が、沖
おき

へ移
うつ

ったり、サケが姿
すがた

を消
け

したりしてい

る。ブリやフグの漁
ぎょじょう

場が北
ほくじょう

上し、フグの漁
ぎょかくりょう

獲量は、北
ほっかいどう

海道が全
ぜんこく

国一
いち

となってい

る。

　ただし、世
せ

界
かい

の漁
ぎょかくりょう

獲量は９０年
ねんだい

代以
い

降
こう

、ほぼ横
よこ

ばいだ。その中
なか

で減
げんしょう

少を続
つづ

け

る日
に

本
ほん

特
とくゆう

有の理
り

由
ゆう

も考
かんが

える必
ひつよう

要がある。

　日
に

本
ほん

近
きんかい

海の魚
さかな

の資
し

源
げん

量
りょう

自
じ

体
たい

が減
へ

っている可
か

能
のう

性
せい

があり、漁
ぎょかく

獲を管
かん

理
り

する必
ひつよう

要

性
せい

が指
し

摘
てき

される。

　国
こくない

内では、既
すで

に取
と

り組
く

みが始
はじ

まっている。２０年
ねん

に改
かいせい

正漁
ぎょ

業
ぎょう

法
ほう

が施
し

行
こう

され、

科
か

学
がくてきこんきょ

的根拠に基
もと

づいて資
し

源
げん

量
りょう

を把
は

握
あく

し、漁
ぎょかく

獲を規
き

制
せい

していくことになった。対
たい

象
しょう

の魚
ぎょしゅ

種を、漁
ぎょかく

獲量
りょう

全
ぜんたい

体の８割
わり

まで増
ふ

やす。

　規
き

制
せい

強
きょう

化
か

によって、３０年
ねん

度
ど

の養
ようしょく

殖などを除
のぞ

く漁
ぎょかくりょう

獲量を、２３年
ねん

度
ど

の約
やく

１．

５倍
ばい

に当
あ

たる４４４万
まん

トンに回
かいふく

復させることを目
め ざ

指す。

　だが、課
か

題
だい

は多
おお

い。

　データを科
か

学
がくてき

的に集
あつ

め、魚
ぎょしゅ

種ごとの資
し

源
げん

量
りょう

や生
せいたい

態を把
は

握
あく

したうえで、漁
ぎょかく

獲枠
わく

を設
せってい

定することが求
もと

められる。規
き

制
せい

された枠
わく

の公
こうへい

平な配
はいぶんほうほう

分方法の構
こうちく

築も、漁
ぎょ

業
ぎょう

者
しゃ

の協
きょうりょく

力を得
え

るために欠
か

かせない。

　公
こうかい

海では外
がいこく

国の漁
ぎょ

業
ぎょう

者
しゃ

も競
きょうごう

合する。適
てきせつ

切な漁
ぎょかく

獲枠
わく

としなければ、各
かっこく

国の理
り

解
かい

は得
え

られない。

　規
き

制
せい

に取
と

り組
く

んだことで、資
し

源
げん

量
りょう

が回
かいふく

復した例
れい

がある。太
たいへいよう

平洋のクロマグロ

だ。

　乱
らんかく

獲によって１万
まん

トンまで落
お

ち込
こ

んだ資
し

源
げん

量
りょう

が、国
こくさいてき

際的な規
き

制
せい

を実
じっ

施
し

した結
けっ

果
か

、わずか７年
ねん

で１５倍
ばいちか

近くに増
ふ

えた。来
らいねん

年以
い

降
こう

、各
かっこく

国に割
わ

り当
あ

てられる漁
ぎょかく

獲

枠
わく

が拡
かくだい

大されることが決
き

まった。

　魚
さかな

の資
し

源
げん

量
りょう

に見
み あ

合った漁
ぎょかく

獲量
りょう

を維
い じ

持し、乱
らんかく

獲はしない。温
おんだん

暖化
か

による漁
ぎょじょう

場の

変
へん

化
か

に対
たいおう

応する産
さん

業
ぎょう

構
こうぞう

造の変
へんかく

革も重
じゅうよう

要だ。それが、国
こくない

内漁
ぎょ

業
ぎょう

の生
い

き残
のこ

りにつな

がる。



社説：独居高齢者の住宅確保　安心できる仕組みが必要

　高齢者が一人でも安心して暮らせる住まいの確保が急務である。

　２０５０年には独居高齢者が全世帯の約２割を占めるようになると予測され

ている。少子高齢化に加え、これから高齢期を迎える就職氷河期世代の未婚率

が高いことが要因だ。

　公的年金の水準低下が見込まれる一方、５０歳代以下の世代の持ち家率は低

下している。今後、賃貸住宅を必要とする高齢者の増加が予想される。

　問題なのは、一人暮らしの高齢者は入居を断られるケースが多いことだ。孤

独死や家賃滞納などを心配する家主は少なくない。

　このため、政府は、部屋を借りにくい「住宅弱者」を支える「住宅セーフテ

ィーネット制度」を拡充する法改正を行った。

　家主に空き家の改修費などを補助することで、入居を拒否せず、貸し出して

もらう制度だ。

　だが、入居者の希望に合う間取りや家賃の物件が少なく、十分に活用されて

いるとはいえない。

　法改正によって、新たに「居住サポート住宅」の仕組みが設けられた。安否

確認など生活支援サービスを一体で提供する物件をあらかじめ認定する。来年

秋にもスタートすることが想定されている。

　入居後の生活支援にはＮＰＯなどが当たる。都道府県から「居住支援法人」

の指定を受け、国の補助金を元に入居者をサポートする。認知症で財産管理が

難しい場合、行政などに橋渡しすることも期待されている。

　課題は、高齢者の幅広いニーズに対応できる支援法人を、いかに確保するか

だ。地域からは担い手不足を懸念する声が上がっている。

　人材や組織の掘り起こしで自治体の果たすべき役割は大きい。

　制度の円滑な運営には、住宅と福祉を担当する部局が意思疎通を密にして、

入居希望者と支援法人をつなぐ取り組みが欠かせない。

　今回の法改正で、国土交通省だけでなく厚生労働省も所管に加わった。自治

体レベルでも縦割りを排し、施策の実効性を高める努力が求められる。

　近年、社会保障の柱の一つとして住宅を位置づける考え方が広がってきてい

る。政府と自治体が連携して住まいのセーフティーネットを強化しなければな

らない。

社説：最低賃金の上げ幅最大　継続可能な環境の整備を

　※　　の箇所で改行（Enter） してください。
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　今年度の最低賃金が大幅に引き上げられることになった。働く人が安心して

暮らせるように、この流れを来年度以降も継続しなければならない。

　国の審議会が、全国加重平均で現行の時給１００４円から過去最高となる１

０５４円に引き上げるとの目安をまとめた。５０円の増額は最大だ。

　雇用形態を問わず、すべての労働者に適用される、賃金の最低額である。非

正規の人や、中小企業で働く人の中には、最低賃金の水準で働く人も少なくな

い。働く人にとってセーフティーネットの役割を果たしている。

　審議では物価高、とりわけ生活必需品の高騰への対応が焦点だった。大幅引

き上げとなったことは評価できる。

　ただ、フルタイム換算で年収２００万円程度と生活の安定には不十分だ。今

後も着実に積み上げていくことが求められる。

　しかし、課題も多い。

　今春闘で満額回答が相次いだ大企業だけでなく、経営基盤の弱い中小企業も

賃上げできる環境を整えることが欠かせない。

　取引先の大企業に対して、人件費の増加分を価格に転嫁できる仕組みを徹底

し、国の監視を強化すべきである。

　生産性を向上させるため、設備投資やデジタル化への支援を続けることが重

要になる。

　地域格差の是正も急務である。今は、最高の東京都と最低の岩手県の間で２

２０円の差がある。地方からの人材流出の原因にもなっている。

　今回は、全国すべての地域で５０円の引き上げが示された。だが、目安通り

では格差は縮まらない。

　今後、各都道府県の審議会が目安を参考に実際の金額を決定する。地域活性

化の観点から、実情に応じて可能な限りの増額を模索してほしい。

　少子高齢化によって人手不足は今後、深刻さを増す見通しだ。人件費の抑制

に寄りかかる経営を続けていては、人材の確保はままならない。

　政府は、２０３０年代半ばまでに最低賃金を１５００円にするとの目標を掲

げる。持続的賃上げが可能となるよう、企業は経営改革に全力を傾けることが

必要だ。

社説：海の異変と日本漁業　資源守り持続可能な姿に

　おなじみの魚が食卓から姿を消しかねない。漁業の持続可能性を高める取り

組みを確実に進めなければならない。



　国内の漁業生産量のピークは１９８４年の１２８２万トンで、２０２３年に

は、３７２万トンまで減った。近海の主要魚種であるサンマ、サケ、イカ、サ

バ、カツオなどの落ち込みが大きい。

　海の異変の一因とされるのが、地球温暖化だ。気象庁によると、日本近海の

海面水温はこの１００年で１．２８度高くなった。

　低水温を好むサンマの生息域が、沖へ移ったり、サケが姿を消したりしてい

る。ブリやフグの漁場が北上し、フグの漁獲量は、北海道が全国一となってい

る。

　ただし、世界の漁獲量は９０年代以降、ほぼ横ばいだ。その中で減少を続け

る日本特有の理由も考える必要がある。

　日本近海の魚の資源量自体が減っている可能性があり、漁獲を管理する必要

性が指摘される。

　国内では、既に取り組みが始まっている。２０年に改正漁業法が施行され、

科学的根拠に基づいて資源量を把握し、漁獲を規制していくことになった。対

象の魚種を、漁獲量全体の８割まで増やす。

　規制強化によって、３０年度の養殖などを除く漁獲量を、２３年度の約１．

５倍に当たる４４４万トンに回復させることを目指す。

　だが、課題は多い。

　データを科学的に集め、魚種ごとの資源量や生態を把握したうえで、漁獲枠

を設定することが求められる。規制された枠の公平な配分方法の構築も、漁業

者の協力を得るために欠かせない。

　公海では外国の漁業者も競合する。適切な漁獲枠としなければ、各国の理解

は得られない。

　規制に取り組んだことで、資源量が回復した例がある。太平洋のクロマグロ

だ。

　乱獲によって１万トンまで落ち込んだ資源量が、国際的な規制を実施した結

果、わずか７年で１５倍近くに増えた。来年以降、各国に割り当てられる漁獲

枠が拡大されることが決まった。

　魚の資源量に見合った漁獲量を維持し、乱獲はしない。温暖化による漁場の

変化に対応する産業構造の変革も重要だ。それが、国内漁業の生き残りにつな

がる。


